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新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

はじめに

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場する
今日だが、新聞は中核的メディアとして機能している。



加盟社数：

新聞97社 通信4社 放送22社 （2023年3月現在）

新聞・通信社従業員数：

92社（法人単位）3万5700人（2022年4月現在）

１．新聞協会の概要
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発行部数：

3084万6631部 （2022年10月現在。朝夕刊セット1部換算）

戸別配達率：

95.85％ （2022年10月現在）

1世帯当たり部数：

0.53部 （2022年10月現在）

１．新聞協会の概要
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読者

新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場
販売所は独立事業者
※折り込み広告（新聞に折
り込んであるチラシ）は、新

聞社から独立した新聞販
売所の事業。

１．新聞協会の概要

新聞が届くまで
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新聞・通信社は、企業として、省エネ・リサイ
クル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた努
力をする。

新聞・通信社は、報道・言論・事業活動を通じ、
環境問題に対する読者の意識を高める。

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（基本認識と対応）
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最大の貢献＝あまねく情報を届けること

報道機関が地球温暖化防止に貢献する手段は、国民にあまねく
情報を伝達すること。日本は環境問題の情報源として「ニュー
スや新聞記事」を挙げる人が多い、とのデータもある。われわ
れは、環境負荷低減を目的に「紙」を減らして「デジタル」媒
体を増やすという考え方はとっていない。「紙」か「デジタ
ル」かの以前に、国民が情報に接する機会を増やすことが重要。

（基本認識と対応）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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「紙」と「デジタル」
一方の需要が増えれば

もう一方が減るというものではない



（新聞協会の組織）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営幹部で構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）
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（第３次自主行動計画の策定）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

➢ 2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

➢ 2013年 4月 「環境対策に関する第２次自主行動計画」

第２次計画の2020年数値目標は、2015年度までに達成を確認。

2016年12月、新たな2030年数値目標を策定し、

「環境対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行7年目の現在、鋭意努力中。

9



（2030年数値目標①）

２.新聞協会の環境対策の取り組み

数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

2030年度まで年平均１％削減を目指す
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エネルギー消費原単位算出の分母は

「延べ床面積」

・省エネ法準拠

・エネルギー消費の実態に合致

・削減率が見えやすく、各社の参加を後押し

・新聞印刷工場の性質を考慮

２．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標②）
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≪新聞社の印刷工場の特性≫
・印刷から発送完了まで様々な工程があるうち、工場がフル稼働
する印刷時間帯は短い（販売店に届ける時刻が決まっているた
め）。

・照明や空調など建屋系のエネルギー消費量が、機器類を稼働さ
せる動力系よりもウエートが大きい場合が多い。

≪新聞印刷の実態≫
・自社での印刷、グループ会社での印刷、他社への委託など、
社により印刷体制が異なる。

・各社の部数と印刷工場のエネルギー使用量の連動性を把握する
のは難しい。

新聞協会は今後も、生産量ではなく「延べ床面積」により、
エネルギー消費原単位を算出していくことにしている。

２．新聞協会の環境対策の取り組み
（2030年数値目標③）
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2021年度環境自主行動計画

◎参加社数 ：１０２社

◎カバー率 ：１００％

参加社数、社数カバー率とも

19、20年度に続き100％を達成

２．新聞協会の環境対策の取り組み
（参加社数・カバー率）

（対象＝新聞・通信102社）
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（達成状況）

２.新聞協会の環境対策の取り組み

現時点でクリア
14

2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）

2013年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

エネルギー消費原単位 93.80 78.46 74.07 70.76 67.94 66.42

年平均削減率（％） ▲4.4 ▲4.6 ▲4.6 ▲4.5 ▲4.2

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.38 20.54 19.19 18.49 17.38 16.91

延べ床面積（千㎡） 2492.1 2617.6 2591.1 2613.0 2558.5 2545.6

　社数カバー率（％）
　調査回答社数

94.4
102

98.1
106

97.2
104

100
107

100
105

100
102

※調査は新聞協会加盟新聞・通信社が対象。
※過去のエネルギー消費量などに修正が出た場合は、翌年度に修正後の数値
で再計算している。
※年平均削減率はすべて基準年度（2013年度）比。



（その他）

２.新聞協会の環境対策の取り組み

【参考】
2013年度比のCO₂排出量削減率▲４１.８％
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・印刷損紙の節減 82社が実施(2013年度比で18社増)

・環境対応型インキの使用 65社が実施(2013年度比で10社増)

溶剤に大豆油を使ったインキの導入

高濃度インキを採用し使用量を削減

・輪転機の更新／省エネ性向上 21年度は3社が実施

（新聞製作・流通過程での取り組み①）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

■省エネ関連
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＜その他の事例＞

・新聞製作システムを更新。原稿モニターのペーパーレス化

を促進。コピー用紙・トナーとも前年比43～45％削減

・設備洗浄用の白灯油使用量を運用見直しで削減。昨年度比

13％削減

・巻取紙の芯の径を変更し、芯際に残る紙の量と損紙を削減

（新聞製作・流通過程での取り組み①）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

■省エネ関連
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（新聞製作・流通過程での取り組み②）

２.新聞協会の環境対策の取り組み

■リサイクル関連

・刷版をリサイクルし、再度刷版として利用

33社が実施(2013年度比で11社増)

・新聞梱包用バンド、古紙のリサイクル
74社が実施(2013年度比で20社増)
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（新聞製作・流通過程での取り組み②）

２.新聞協会の環境対策の取り組み

■リサイクル関連

＜先進事例＞

・工場の損紙を製紙会社に引き渡し再利用する

「損紙クローズド・ループ」の展開

・プラスチックごみのサーマルリサイクル推進

・新聞古紙を回収し製紙会社に直接引き渡す

「クローズド・ループ」の展開
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（新聞製作・流通過程での取り組み②）

２.新聞協会の環境対策の取り組み

■リサイクル関連

＜その他の事例＞

・巻き取り紙の不良紙や芯残紙のリサイクル

・工場での損紙や段ボール類、本などを製紙会社に戻し、リサ

イクル
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■新技術の導入

・現像不要の無処理刷版の導入（採用率58.6％※）
現像液の廃液を削減

※新聞協会の調査で128工場中75工場が導入

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（新聞製作・流通過程での取り組み③）
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■技術開発

＜先進事例＞

・ＡＩを活用し輪転機を自動運転
安定した印刷により、損紙の削減に寄与

・文字や写真を表現する「網点」の高精細化

インキ量を削減。生産段階のエネルギー使用量、CO₂排出量

削減に寄与

※技術開発は各社対応が原則。新聞協会は優れた技術の顕彰、

機関誌やセミナーでの紹介などを通じ、業界内の情報共有と

意識向上に努めている。

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（新聞製作・流通過程での取り組み③）
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■環境配慮型車両の導入

・環境配慮型の車両の導入（委託先への働き掛け）

21年度は12社が「委託先で環境に配慮した車両を導入」と回答

BlueTecシステム搭載車、天然ガス車、アドブルー装備車、アイドリングス

トップ機能装備車 など

＜先進事例＞

・電気自動車のEVトラックを使って印刷工場から販売店まで新聞を輸

送する実証実験を実施

・新聞輸送便に塩などを混載する共同輸送

荷主である新聞社と外食チェーンの連携により実現

輸送効率を高め排出CO₂を削減

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（輸送関連）
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■環境配慮型車両の導入

加盟社間の情報共有

・22年2月の環境対策研修会は「EVトラックの動向」がテーマ

・22年10月には、輸送責任者の定期会合でEVトラックの現状

についてメーカーの講演を聞いた

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（輸送関連）
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■再生可能エネルギーの導入

・本支社、印刷工場に太陽光発電パネルを設置（8社）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（再エネの導入）
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＜取り組み例（抜粋①）＞

・印刷工場で太陽光発電設備を自営。自家消費

2021年度の発電量は11万9000kWh

・本社に太陽光パネルを設置。発電分はビル内で使用

年間2万kWh以上を発電。CO2削減効果は年間6t以上



■再生可能エネルギーの導入

＜取り組み例（抜粋②）＞

・印刷工場に太陽光発電設備を導入。PPA方式

年間発電予測量は53万kWh。工場の年間消費電力の約11%を賄う

CO2の排出削減量は年間235.5t

・1工場、2支社、1支局に太陽光発電設備を設置

1工場(発電量は年間13万3000kWh)・1支局(発電量は年間1万

4000kWh)は全量売電。残りは自家消費

・社有地に太陽光パネルを設置

年間発電量は29万8248kWh

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（再エネの導入）
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■再生可能エネルギーの導入
・本支社で使う電力をグリーン電力に変更（2社）

＜取り組み例の詳細（抜粋）＞

・5支社の電力をCO2フリー電力に変更

・編集部門で使う電力について「グリーン電力証書」を取得

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（再エネの導入）
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■再生可能エネルギーの導入

＜その他エネルギー関連の取り組み例＞

・太陽光発電などを手掛ける地元の新電力会社に出資

・電力会社の再生可能エネルギー事業を目的とした社債に協賛、

投資

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（再エネの導入）
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■再生可能エネルギーの導入

加盟社間の情報共有

・23年2月の研修会は再エネ導入がテーマ

➢改正省エネ法について（資源エネルギー庁・田中瑞樹氏）

➢再生可能エネルギー由来の電力調達のポイント

（日本省電・久保欣也氏）

➢新聞社の再生可能エネルギー導入事例（新聞3社）

・機関誌で各社の取り組み例を紹介

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（再エネの導入）
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■植林活動（新規設問）

・社会貢献事業、環境関連イベントなどで植林活動を実施（8社）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（植林活動関連）
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■植林活動（新規設問）
＜植林活動の例（抜粋①）＞

・分収林制度を活用。9.87ヘクタールに約3万本のヒノキを

植樹。CO2吸収量は推計10～30t-CO2/年程度

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（植林活動関連）
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・本社と新聞販売店、古紙回収業者の3者で運営する古紙回収

推進組織で植林推進。植林地は9か所、植林したクヌ

ギやケヤキ、ミズナラの苗は計約7300本

・台風で被害を受けた国有林約7ヘクタールにトドマツを植樹。

新聞販売店が回収した古紙の売却代金で活動費用を賄う



■植林活動（新規設問）
＜植林活動の例（抜粋②）＞

・約400ヘクタールの土地に植林

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（植林活動関連）
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・新聞社、県、森林所有者、林業会社の4者で「森林づくり

協定」を締結。1ヘクタールの土地にヤマザクラ、ケヤキ、

カエデなど計3000本を植栽。CO2吸収量（推定）は当初10

年で41.63t、協定更新後の10年で107.78tの見込み

・海外での植林活動に中高生を定期的に派遣。直近では20

人をベトナム・ホーチミンに派遣し、マングローブの苗

木400本を植えた



■省エネ関連
（ハード面）

・照明の間引きや省エネ・人感センサー型照明器具の導入

（86社）

21年度は22社が照明のLED化を推進

（20年度は18社が対応）

・電力機器等の抑制、省エネ対応機器の導入（73社）

21年度は8社が省エネ型業務用エアコン、吸収式冷温水機などを導入

（20年度は12社が対応）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（本社・印刷工場を通じた取り組み①）
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■省エネ関連
（ソフト面）

・ウォームビズ・クールビズの実施（93社）

・不要照明等のこまめな消灯（93社）

・パソコン・OA機器等の省エネ設定やこまめな電源オフの徹底

（66社）

・空調機器の使用時間の見直し（70社）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（本社・印刷工場を通じた取り組み②）
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■研修

＜研修会のテーマ＞

2021年度（参加＝20社40人）

・EVトラックの現状と輸送への導入における展望

（三菱ふそうトラック・バス）

・GXリーグ基本構想について（経済産業省）

・「グリーン電力証書」について（新聞1社）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（研修）
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■研修

＜研修会のテーマ＞

2020年度（参加＝21社33人）

・老朽化した印刷工場の省エネの取り組みとその効果（新聞1社）

・コロナ禍におけるオフィスの効率的な空調設備の運用方法

（省エネルギーセンター）

・バイオプラスチックの普及促進と課題について

（日本バイオプラスチック協会）

・製作部門の廃プラスチック削減を中心とした環境活動への取り

組み（新聞1社）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（研修）
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■研修

＜研修会のテーマ＞

2019年度（参加＝26社38人）

・効率化と環境配慮への取り組み――印刷体制再編とコストミニ

マムを目指して（新聞1社）

・環境への最新の取り組み――製品分野での木質バイオマス活用

事例の紹介（日本製紙グループ）

・再エネの調達手段とグリーンエネルギー証書の活用方法

（日本自然エネルギー）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（研修）
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■顕彰活動
＜近年の「新聞技術賞」受賞作＞

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（顕彰活動）
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・AI技術の活用による輪転機の自動運転（2022年度）

AI技術を活用して輪転機の自動運転を実現。印刷する紙の張力制御の安定化

により、損紙削減に寄与。

・ローラ再生装置の開発（2017年度）

インキを新聞用紙に転写するためのゴムローラーは長く使うと劣化する。こ

のゴムローラーを再び輪転機で使えるよう再生させる装置を開発。これまで

行っていた輪転機1セットあたり約140～200本のゴムローラーのゴム巻き替え

や研磨を内製化し、省資源化に寄与。

・新聞用完全無処理CTPプレートの開発と実用化（2015年度）
製版過程で自動現像機が不要になったため廃液を一切排出しない完全無処理

CTPプレート（無処理刷版）を実用化。



■機関誌による情報共有
＜機関誌「新聞技術」の近年の特集＞

・建屋設備の維持・管理

・新聞業界の環境への取り組み

・新聞社・印刷工場の省エネ対策――メーカーからの提案

・高濃度インキの新展開

・高品質を目指して――高精細網点印刷の今

・新聞・通信社の環境対策

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（機関誌による情報共有）
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■新聞の普及度

・新聞協会加盟紙の総発行部数

＝3084万6631部（2022年10月現在）

・日本の総人口＝1億2592万7902人（2022年1月、住民基本台帳）

・全国の世帯数＝5976万1064（同上）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道①）
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→新聞はおよそ「4人に1人」、「2世帯に1世帯」に普及している

→これに加え新聞各社がウェブサイト・電子版でニュースを発信

し、ポータルサイトやニュースアプリなどにも記事を提供して

いる



■報道の影響力

［内閣府の調査から］

「気候変動の影響について知った情報源」（複数回答）

・「テレビ・ラジオ」＝93.0％

・「新聞・雑誌・本」＝66.9％

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道②）
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２．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道②）

42

（n=1654、複数回答）
出典：内閣府「気候変動に関する世論調査」（2020年）

「気候変動に関する世論調査」のデータを基にグラフを作成
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■報道の影響力
「気候変動の影響について知った情報源」



２．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道③）
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（サンプル数は米が998、日・豪・印・英が各1000、メキシコ・カナダ999、上位2つを回答）

出典：アメリカン・エキスプレス・インターナショナル「SDGs消費に対する意識調査」（2022年）

■報道の影響力
「気候変動への対処に目を向ける際、最も影響を受けるもの」



■報道の影響力

・「ニュースや新聞記事」が64％で最多

・他の情報源と比べてとりわけ高い

・諸外国と比べても「ニュースや新聞記事」と答え

た人の割合が多い

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（環境問題に関する報道③）
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■報道・言論・広告・事業活動
（会員社アンケートから）

多岐にわたる活動で、読者・市民の環境問題に対する意識を

高めている。

・環境啓発記事・広告の掲載（58社）

・環境関連事業の主催・共催・協賛（40社）

・環境理念・基本方針等の設定（31社）

・自社ウェブサイトでのPR（26社）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（情報発信①）
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■報道・言論活動の例

・気候変動に警鐘を鳴らす企画記事

・SDGsの理解促進を図る若年層向けの連載・特集

■広告活動の例

・SDGsに関する学びの場を作る広告企画

※48ページ以降に事例を抜粋

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（情報発信②）
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■主催事業の例

・環境対応の商品・サービスの展示会

・環境対策に関する検証事業

・地域の植林・緑化活動

※48ページ以降に事例を抜粋

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（情報発信③）

このほかの例

・SDGs達成への方策を議論するフォーラム
・環境をテーマにした新聞コンクール
・親子向け環境教室
・河川の清掃ボランティア活動
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３．加盟各社の啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

①朝日地球会議2022（朝日新聞社）

②MOTTAINAIキャンペーン、日韓国際環境賞、毎日地球未来賞（毎日新聞社）

③EVトラックで新聞輸送～国内初の実証実験（読売新聞社）

④NIKKEI脱炭素プロジェクト、NIKKEI GX、エコプロ2021、（日本経済新聞社）

⑤ふくのわプロジェクト（産経新聞社）

⑥北海道新聞販売所での古紙回収事業（北海道新聞社）

⑦あしたのみどりキャンペーン （河北新報社）
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３．加盟各社の啓発活動

加盟各社の啓発活動事例

⑧富士山クリーンキャンペーン2022（静岡新聞社）

⑨昆虫食プロジェクト スタート（信濃毎日新聞社）

⑩ＳＤＧｓの促進を促す「海・循環・再生」展を開催（中日新聞社）

⑪京都・滋賀ＳＤＧｓプロジェクト（京都新聞社）

⑫エコキャンプ2022（山陽新聞社）

⑬ＳＤＧｓを巡る広島県内の現状をデータで報告（中国新聞社）

⑭環境問題について、こども面や連載などでの幅広い紙面展開（西日本新聞社）
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３．加盟各社の啓発活動 ①朝日新聞社1/2

朝日地球会議2022
朝日新聞社は毎年秋、国際シンポジウ

ム「朝日地球会議」（環境省など後援）
を開催しています。2022年は10月16～
19日、オンラインで開催しました。
視聴者数は4日間でのべ120数万人と

なりました。事前登録者数は約1万人に
達しました。国内では全47都道府県から、
海外は36カ国・地域から登録がありまし
た。
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３．加盟各社の啓発活動 ①朝日新聞社2/2

３年ぶりのリアルセッションも
新型コロナウイルスの感染が続くなか、ロシアによ

るウクライナ侵攻で国際社会の秩序が大きく揺らいで
います。昨年に続き 「希望と行動が世界を変える」を
メインテーマに、4日間で27のセッションを配信しま
した。
地球温暖化やエネルギー、民主主義、歴史認識、AI

やロボットの科学技術など、山積する難問とコロナ後
の世界について国内外の知識人の方々に読み解いても
らいました。今回は一部のセッションで、3年ぶりに
一般の視聴者を招待してのリアル開催が復活しました。
東京の有楽町朝日ホールで公開収録された「世界の知
が読み解くコロナ後の時代」は、フランスの思想家
ジャック・アタリさんら「世界の知」といわれる知識
人4人へのインタビュー動画を見ながら、第1部は民主
主義や国際社会の行方について、第2部は格差問題へ
の対処や資本主義の命運について、日本の識者たちが
議論を深めました。
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３．加盟各社の啓発活動 ②毎日新聞社1/3

MOTTAINAIキャンペーン
環境分野で初のノーベル平和賞を受賞したケニア人女性、ワンガリ・マータイさんが2005年に毎

日新聞社の招きで初来日した際、「もったいない」という言葉に出会い、感銘を受けた。
「もったいない」には、Reduce（ゴミ削減）、Reuse（再利用）、Recycle（再資源化）という

環境活動の3Rと、かけがえのない地球資源に対するRespect(尊敬の念)が込められている。マータ
イさんはこの美しい日本語を世界共通語「MOTTAINAI」として広めることを提唱し、MOTTAINAI
キャンペーンがスタート。持続可能な循環型社会の構築を目指す日本発の活動として世界に広まっ
た。マータイさんが亡くなった後も毎日新聞社がその遺志を引き継ぎ、さまざまな活動を展開して
いる。
毎日新聞創刊150年を迎えた2022年2月21日には、環境シンポジウム「みんなで語ろう地球の未

来～MOTTAINAIから始まるSDGｓ」を東京都内で開催。ブラジルのマリナ・シルバ元環境相らが参
加し、温室効果ガスの大幅削減によって気候危機を乗り越える必要性を訴え、循環型経済の可能性
を討論した。
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３．加盟各社の啓発活動 ②毎日新聞社2/3

53

日韓国際環境賞
毎日新聞社と朝鮮日報社は、日韓国交正常
化30周年に当たる1995年、東アジア地域の
経済発展と環境保全の調和を図るため「日
韓（韓日）国際環境賞」を共同で創設した。
東アジア地域は、急速な工業化とエネル

ギー消費の増大に伴う大気汚染、公害問題
が国境を越えて広がっており、地球温暖化
などにより自然環境の劣化も危惧されてい
る。両社は環境問題を共通テーマとして顕
彰活動を行うことで、両国のみならず東ア
ジア全体の環境保全への機運を高め、調和
のとれた発展に寄与することを目指してい
る。



３．加盟各社の啓発活動 ②毎日新聞社3/3
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毎日地球未来賞
毎日新聞創刊140年記念事業として、2011年に「毎日地球未来賞」を創設した。未来の

子どもたちに良好な環境を残すため、「食料」「水」「環境」の3分野で、国内外の問題解
決のために活動する市民団体や、小中高生・大学生など若い人たちの活動を顕彰し、活動を
応援している。
東日本大震災が起きた年に創設したことから、自然災害の被災者・被災地を対象に、この

３分野で復興に向けた活動を続ける団体・個人も当面の表彰対象としている。



３．加盟各社の啓発活動 ③読売新聞社

EVトラックで新聞輸送 ～国内初の実証実験

55

上＝東京北工場を出発するEVト
ラック。輸送委託先の安立運輸が導
入した。サイドパネルに「Zero 
emission(排気ガスゼロ）の表記が
ある。
下＝読売新聞側で工場内に用意した
充電設備など

読売新聞東京本社は2022年2月、電気自動車
（EV)トラックを使って、印刷工場から販売店まで
新聞を輸送する実証実験を開始しました。EVト
ラックを本格的な新聞輸送に使うのは、国内で初の
ケースです。脱炭素に向けた環境対策の一環として、
さらなる実用化に向けて研究を進めます。

・導入車両 三菱ふそうトラック・バス
「ｅキャンター」３ｔ車 １台

・運用拠点 読売プリントメディア東京北工場
（東京都北区）

・航続距離 約100㎞
・運用距離 朝刊で約60㎞、夕刊で約10㎞
・配達地域 朝刊＝さいたま市のYC３店

夕刊＝北区と荒川区のYC2店
・充電 急速＝約1・5時間、普通＝約11時間



３．加盟各社の啓発活動 ④日本経済新聞社1/3

NIKKEI脱炭素プロジェクト

「NIKKEI脱炭素プロジェクト」は、2050年までのカーボンゼロ社会の実現を目指し、日本経
済新聞社が2021年4月に立ち上げたプロジェクトです。NIKKEI脱炭素委員会と脱炭素社会の実

現のために先進的に取り組む企業が定期的に集まり、議論を重ねています。

またNIKKEI脱炭素アワードでは脱炭素社会の実現に向けて意欲的に取り組む企業、自治体、
NPO・NGO、団体、個人の取り組み（プロジェクト、技術開発、研究、政策提言など）を表彰す

ることで、それらの取り組みを支援しています。
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３．加盟各社の啓発活動 ④日本経済新聞社2/3

NIKKEI GX

日本経済新聞グループは2022年11月24日に「NIKKEI Prime（日経プライム）」をスター
トし、ビジネスプロフェッショナル向けに３つのメディアを創刊しました。その一つが脱炭素

の潮流をいち早く伝える「NIKKEI GX｜Green Transformation（日経GX）」です。温暖化

ガスの排出削減を成長機会につなげる「GX（グリーントランスフォーメーション）」は今や
世界中の企業が向き合う課題であり、国内外の企業の先進的な取り組みのほか、脱炭素に向け

た政策や制度を解説して変革のヒントを提供しています。
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３．加盟各社の啓発活動 ④日本経済新聞社3/3

エコプロ2021
エコプロ2021は「持続可能な社会の実現に向けて」をテーマに、2年ぶりに東京ビッグサイ

トで開催し、353社・団体が出展、54,885人が来場しました。また昨年に続いてオンライン

展示会も開催し、セミナーのライブ配信など、リアルとオンラインの特性を活かしてハイブ

リッドな運営を展開しました。
今回はエコプロ2021のほか「SDGs Week EXPO for Business 2021」「SDGs Week

EXPO特別企画展」も同時に開催。脱炭素への取り組み、環境保護活動、産官学連携などの最

新動向などを紹介し、持続可能な社会の構築に向けた様々な取り組みを発信、環境問題の解決
に貢献しました。来場者はビジネスパーソンだけでなく、環境学習を目的とした小中高校生も

約6千人が訪れました。
2021年12月8日（水）～12月10日（金） 東京ビッグサイトで開催

2021年11月25日（木）～12月17日（金） オンライン開催

来場者総数 54,885人（内、子ども団体来場6,007人）

オンライン来場者総数 86,114人

58



３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社３．加盟各社の啓発活動 ⑤産経新聞社
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衣類のリユースでパラスポーツを応援！

ふくのわプロジェクト

まだ着られる不用衣類を家庭などから寄付してもらい、障害者スポーツ

を応援する「ふくのわプロジェクト」。平成28年のスタートから7年目を迎
えた令和4年10月末現在で累計733トンの衣類を回収、約1100万円がパラ
水泳連盟・パラパワーリフティング連盟など5つの障害者スポーツ団体に寄
付されました。

集まった衣類は、1キロ当たり7～10円で専門業者に買い取られ、その収
益金が障害者スポーツ団体に寄付される仕組みです。衣類はマレーシア

に運ばれて現地で選別され、世界15カ国で再販売されます。素材やデザイ
ンが多様な衣類は、古紙やペットボトルなどに比べてリサイクル率が高くあ
りません。環境省の「ファッションと環境調査」によると、日本では年間約
48万トン、大型トラックで換算すると毎日130台分もの衣類がごみとして
焼却・埋め立て処分されています。ふくのわプロジェクトでは、衣類のリ
ユースを促進して、二酸化炭素の排出抑制に貢献しています。

回収活動は首都圏を中心に自治体や企業、商業施設、学校などにも広がっ
ています。自宅などから直接提携倉庫に送れる宅配回収キット「おうちでふ
くのわ」の販売により、全国から衣類が寄せられています。キットの制作や
梱包作業では障害者団体や福祉事業所と連携しています。また、パラアス
リートと児童・生徒が一緒に競技を体験する場の創出や、環境や共生社会に
ついて学ぶ出張授業にも力を入れています。これまでのべ400校がふくのわ
プロジェクトに参加しています。

▲2022年7月30日付 産経新聞東京本社版
東京都中央区佃中学校の1年生がパラバレーボール（座位）の
日本代表選手たちにレクチャーを受け、競技を楽しみました。
ふくのわでは教育現場でのパラスポーツの普及に力を入れています。

◀ふくのわに寄せられた衣類で
服飾専門学校ドレスメーカー学
院は期間限定の古着屋を運営し
ています。
売上は競技団体に寄付されます。
5年間の活動で同校からの寄付
金は120万円を超えました。



３．加盟各社の啓発活動 ⑥北海道新聞社

北海道新聞販売所では、販売所ごとに古紙回収事業に取り組んでいる。その中で、札幌市
中央区の道新若林販売所の古紙回収活動を紹介する。若林販売所のエリアは、購読者の大部
分がマンション住民で、購読者の高齢化や子育て世代の読者が増加したことにより古紙回収
の要望が高まっていた。
そこで、2000年より資源のリサイクルと読者サービス、地域還元の一環として自店での古

紙回収活動を行っている。古紙回収を通じて得た収益金は全額、北海道新聞社会福祉基金に
寄付しており、福祉活動の振興と向上にもつながっている。
この取り組みは2016年の日本新聞協会の地域貢献賞を受賞している。2021年までの同店

の寄付金額は、累計で534万円となっている。

北海道新聞販売所での古紙回収事業
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３．加盟各社の啓発活動 ⑦河北新報社

2009年にスタートして以来１４年目を迎えたキャンペーン企画。
杜の都のみどりを育む目的で、１１年の東日本大震災後には「みどりの再生」もテーマに加えた。さらに

15年からは幼稚園や地域団体からの要望も踏まえ、植林・花壇づくりを支援するなど、「みどりを育む活動」を、
市民レベルで広げる取り組みを進めている。
（2022年６月29日付朝刊、10月13日付朝刊）

あしたのみどりキャンペーン
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３．加盟各社の啓発活動 ⑧静岡新聞社

富士山にまつわる読み物で環境
啓蒙紙面を展開。

7月に山開きした霊峰富士。3年
ぶりに行動制限のない夏を迎え、
ウィズコロナ時代の富士登山の在
り方について模索が続く。

（２０２２年８月１９日付朝刊）

富士山クリーンキャンペーン2022
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３．加盟各社の啓発活動 ⑨信濃毎日新聞社

昆虫食プロジェクト スタート
食糧危機や水不足の問題解決のために、古来信州で親しまれてきた「昆虫食」を広めようと「昆虫みらいプロ

ジェクト」を始めた。昆虫を食べる抵抗感を払拭しながら、おいしさを追求。昆虫が生きる循環型の豊かな自然の大
切さを、商品販売やイベントを通して訴えている。
長野県白馬村出身で、軽井沢のレストランオーナーシェフをプロデューサー役として、2021年10月から商品開発

をスタートさせた。第1弾として、22年４月にイナゴを使ったチョコレートを発売。蜂の子やシルクの粉を使った菓
子も商品化した。７月には「夏の大昆虫食まつり」を松本市で開催。同月、軽井沢町に拠点を開設し、昆虫食を楽し
く学べる展示や映像上映で情報発信している。
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３．加盟各社の啓発活動 ⑩中日新聞社

SDGsの推進を促す「海・循環・再生」展を開催

東京本社（東京新聞）ではGLOBAL GOALS DAY（9/25）に合わせSDGｓの一つ「海の豊かさを
守ろう」の実現に取り組む展示を9/26～10/15の期間、本社1階ロビーで行った。廃棄漁網の回
収・再生から生まれた製品紹介や、千葉大生と企業が連携する海岸清掃や海草アマモの再生活動の
様子などを展示して、期間中多くの人に見てもらった。
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３．加盟各社の啓発活動 ⑪京都新聞社

京都・滋賀SDGｓプロジェクト

身近なところからＳＤＧｓ達成にむけて具体的
な取り組みを広げようと京都新聞が呼びかけ、京
都市、大津市、亀岡市の行政と京都・滋賀の企業、
大学と連携する「京都・滋賀ＳＤＧｓプロジェク
ト」が発足しました。今後4年間に貧困や教育、
ジェンダー、エネルギーなどの目標について理解
を深め、課題解決に向け、様々な事業に取り組ん
でいきます。

65
（2022年6月25日付 朝刊）



３．加盟各社の啓発活動 ⑫山陽新聞社

岡山県内の25家族約100人が参加して7月23、24の両日、岡山県真庭市の津黒高原キャンプ場を主会場
に開催。植樹のほか、生ごみを原料にした肥料で栽培された野菜の収穫体験、自転車をこいでの人力発電
など多彩な野外活動を通じて自然の大切さについて学んだ。「地球環境と私たち」をテーマに、1998年
から取り組む環境保護キャンペーン「山陽新聞エコプログラム」の一環。21回目を数え、今回を含め延べ
約2600人が参加している。

エコキャンプ2022
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３．加盟各社の啓発活動 ⑬中国新聞社

SDGsを巡る広島県内の現状をデータで報告

SDGs（持続可能な開発目標）を広島
県内の市民に身近に感じてもらうため、
2022年元日に１ページ特集「SDGsひろ
しまファクト」のプロローグを掲載し、
3月から12月まで月１回展開した。17の
目標に沿い、医療・教育の地域格差（目
標３・４）、非正規雇用者の現状（目標
８）など、国や広島県、研究機関のデー
タを活用して報告。イラストも交えてイ
ンフォグラフ化し、ビジュアル的な分か
りやすさも目指した。識者のインタ
ビューとともに課題も伝えた。
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３．加盟各社の啓発活動 ⑭西日本新聞社

㊤九州の地場企業のトップに脱炭素に向けた取り組
みを聞く
㊨地元で環境対策に取り組む企業や自治体、地域の
姿を追う
㊧子供紙面ではSDGｓや環境対策をテーマに展開

環境問題について、
こども面や連載などでの幅広い紙面展開
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４．最後に

➢ 戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

➢ 新聞はほとんど再生紙を使っている。

➢ 各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。
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４．最後に

新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。
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日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

https://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。
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